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はじめに

　本稿は、2017（平成29）年度学部改組後の（１）、

琉球大学教育学部に入学し学んでいる学生を対象

に、全国学力・学習状況調査（以下、全国学力調

査）の仕組みやその内容などに関する基礎的事項

や、関連する基礎知識を尋ねたものである。以上

の検討をとおして本研究は、教育学部で学ぶ学生

が現在、全国学力調査に対して、どのような意識

や認識を持っているのかを明らかにすることを目

的とする。

　コロナ禍を受け、2020年４月16日に緊急事態宣

言が出され、全国的に、各地域の国公私立学校に

おいて、臨時休業措置が採られた。文部科学省の

調査によれば、調査時点の2020年４月22日12時時

点で、義務教育段階の小・中学校や義務教育学校、

そして、特別支援学校のうち、約95％の学校が臨

時休業を実施していた（２）。全国学力調査は昨年

度、こうしたコロナ禍を受け、実施されないこと

となった（３）。しかしながら、文部科学省は2020（令

和２）年12月23日、「令和３年度全国学力・学習

状況調査に関する実施要領」を出し、2021（令和

３）年度の全国学力調査の実施日を、2021（令和

３）年５月27日（木）に予定し、全国学力調査を

実施した（４）。

　全国学力調査は2007（平成19）年度から開始さ

れ、2019年度までに12回、実施された。これまで

の全国学力調査と比較し、2019（平成31）年度の

全国学力調査の実施方法には、二つの大きな変更

点が見られた。一つは、これまでのAB問題がな

くなり、新たに知識と活用を一体的に問う調査問

題が採用されたことである。「令和３年度全国学

力・学習状況調査に関する実施要領」によれば、

この調査問題の出題形式は、2021（令和３）年度

実施予定の全国学力調査でも踏襲されることと

なっている（５）。もう一つは、中学校において初

めて、ICT（情報通信技術）を活用した英語調査

が実施されたことである。これにより、英語の

「話すこと」に関する調査が行なわれた。しかし、

ICT環境は各学校によって様々であり、学校ごと

に学級数も異なる。そのため、この英語の学力調

査の準備や実施に際し、大きな負担を求められた

学校もあったようである（６）。学力調査実施前に、

各中学校におけるICT環境の教育条件整備等が、

十分に行なわれたのであろうか。

　ところで、全国学力調査をめぐっては、実施後

４、５か月を経て公表される、その結果に、マス

コミを初め、教育行政や学校関係者、研究者など

による大きな関心が集まってきた、と言っても良

いであろう。マスコミは、都道府県別の平均正答

率を公表し、各都道府県は結果として、その平均

正答率に基づき、順位を競わされた。沖縄県は、

2007（平成19）年度に実施された、第１回の全国

学力調査から、小・中学校とも６年連続で、全国

最下位であった。しかしながら、2014（平成26）

年度の全国学力調査では、飛躍的に順位を上げ、
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小学校の総合成績で全国24位となった。2018（平

成30）年度の順位は17位、2019（平成31）年度の

それは、６位とされている（７）。

　全国学力調査に関しては、全国学力調査の小学

校と中学校理科の問題を教員志望の学生に解答さ

せ、その解答状況を分析した研究（８）がある。同

様に、学生の基礎学力を把握するために、全国学

力調査の問題を解答させ、分析した研究がある（９）。

また、保育者志望の学生の科学的な知識を調べる

ために、全国学力調査の小学校の理科の問題を解

答させ、検討した研究が見られる（10）。しかしな

がら、教員養成学部の学生が、専門性に関わる、

全国学力調査の正式名称や、その仕組みなどの知

識をどのくらい正確に理解しているのかを明らか

にした研究は、見られない。

　そこで、本研究は、琉球大学教育学部の学生を

対象にアンケート調査を行なうことにより、全国

学力調査の正式名称を初め、その仕組みや内容な

どについての基礎的事項や関連する基礎知識を、

教育学部で学ぶ学生がどのくらい押さえているか

を明らかにすることを目的とする。

１�．全国学力調査に関するアンケート調査の目的・

対象・方法

　⑴　本アンケート調査の目的

　本アンケート調査は、2017（平成29）年度の学

部改組後の、琉球大学教育学部に入学し学んでい

る学生を対象に、全国学力調査の仕組みやその内

容などに関する基礎的事項や、関連する基礎知識

を尋ねたものである。以上の検討をとおして本ア

ンケート調査は、教育学部で学ぶ学生が現在、全

国学力調査に対して、どのような意識や認識を

持っているのかを明らかにすることを目的とする。

　筆者が初めて、全国学力調査に関して、教職課

程で学ぶ学生の基礎的知識や認識を尋ねたのは、

2016（平成28）年度後学期における、他学部学

生対象（11）の「教育原理」の授業においてであっ

た。そのアンケート調査結果によれば、全国学力

調査の正式名称である、「全国学力・学習状況調

査」と正確に回答できた者は、０％（０名/71名）

である。対象学年について、小・中学校の両方と

も正答者は、23.9％（17名/71名）である。実施

教科に関して、小・中学校の両方とも正答した者

は、わずか2.8％（２名/71名）であった。全国学

力調査をめぐっては実施当初から、マスコミを初

め、研究者、教育行政関係者、そして学校関係者

らが、その結果に対して、非常に大きな関心を示

してきたと言えよう（12）。しかし、筆者の2016（平

成28）年度後学期のアンケート調査によると、教

職課程で学ぶ学生は全国学力調査に関する基礎的

知識を十分に持っていないこと、そして、学生た

ち自身は必ずしも、その全国学力調査に興味・関

心を有して調べたりしているわけではない、とい

うことが明らかにされた。

　この2016（平成28）年度後学期のアンケート調

査時の受講者は、教育学部学生が23名、他学部学

生が51名であり、合計74名である。調査対象者に

ついては、他学部学生の受講者が約７割を占めて

いた。教育学部学生は、教職課程を履修している

他学部学生と比較すると、自らの専門性という点

から、全国学力調査に対する興味・関心がより一

層、高いのではないか。したがって、アンケート

調査対象者を教育学部学生だけに限定すると、調

査結果には正答者が増え、筆者が2016（平成28）

年度後学期に実施した、他学部学生がアンケート

調査対象者の大半を占めていた場合の調査結果と

は、かなり異なる調査結果が得られるのではない

か。筆者は、以上のような点の解明も併せて、本

アンケート調査の目的とした。

　⑵　本アンケート調査の対象・方法

　　①　本アンケート調査の対象

　上述してきたように、本アンケート調査の目的

を達成するため、筆者は、筆者所属の琉球大学教

育学部において、筆者が2019（平成31）年度前学

期と2019（令和１）年度後学期に担当した、「教

職に関する科目」でアンケート調査を実施した。

前者は、教育学部学生３年次対象の「教育行政学」

一クラスである。後者は、教育学部学生１年次対

象の「教育原理」と、教育学部学生３年次対象の

「教育の制度」であり、それぞれ一クラスずつで

ある。以上のように、本アンケート調査は、筆者

担当の「教職に関する科目」の受講者のうち、教

育学部学生だけを対象とした。

　　②　本アンケート調査の方法

　筆者が行なったアンケート調査に関する、授業
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科目名や実施日等は、以下の【表１】のとおりで

ある。

　ここからわかるように、アンケート調査はすべ

て、2019年度に行なわれた。まず、前学期の「教

育行政学」については、2019年４月22日にアンケー

ト調査が実施された。アンケート調査票の配付数

は26部（受講登録者数は27名）であり、アンケー

ト調査票は全員から回収された。次に、2019年度

後学期の「教育原理」に関しては、同年10月28日、

アンケート調査が行なわれた。アンケート調査票

の配付数は49部（受講登録者数は51名）であり、

アンケート調査票は全員から回収された。最後に、

「教育の制度」に関しては、同年11月18日、アン

ケート調査が実施された。アンケート調査票の配

付数は36部（受講登録者数は39名）であり、アン

ケート調査票は全員から回収された。いずれの調

査においても、回収率は100％である（13）。アンケー

ト調査対象者の年次と受講者数は、「教育行政学」

３年次26名、「教育原理」１年次49名、そして「教

育の制度」３年次36名、である。

２．全国学力調査に対する学生の意識・認識

　全国学力調査を体験し、現在、教育学部で学ん

でいる学生たちは、全国学力調査の存在をどのよ

うに認識しているのだろうか。以下では、全国学

力調査の正式名称を初め、その実施主体や参加主

体、対象学年、実施教科、実施時期など（14）、全

国学力調査に関する制度的な仕組みやその内容を

中心に、教育学部の学生がこれらについて、どの

くらい正確に把握しているかを、調査結果に基づ

き述べていく。

　⑴　全国学力調査の正式名称に対する知識

　　①　全国学力調査の正式名称記述の結果概要

　「全国の国公私立の小・中学生を対象に、2007

年度から実施されている学力調査（あるいは、学

力テストと呼ばれたりします）があります。こ

の“全国学力調査”（あるいは、学力テスト）の

正式名称を書いてください」を尋ねた結果につい

て示したものが、【表２】である。これによれば、

全国の国公私立の小・中学生を対象に、2007年度

から実施されている学力調査の正式名称を、「全

国学力・学習状況調査」と正確に記述することが

できた教育学部の学生は、111名中17名であり、

15.3％である。これに対して、全国学力調査の正

式名称を書くことができなかった学生は、111名

中97名であり、84.7％である。教育学部の学生は、

大学の教職課程で全国学力調査の基本的な仕組

みやその内容などを学んでいる（15）と思われるが、

次の②で述べるように、大半の学生は、その正式

名称を書くことができない、という状況にあるこ

とがわかる（16）。

　　②　受講対象学年、開設学期と正答率との関係

　【表２】に基づき、全国学力調査の正式名称の

記述に関し、授業科目の受講対象学年や開設学期

といった点から、正答率（あるいは、誤答率）に

ついての考察を行なっていく。

　第一は、授業科目の受講対象学年・開設学期と

正答率との関係についてである。「教育行政学」

【表１】アンケート調査実施の授業科目名、実施日、配付数など

授業科目名 実　施　日 配　付　数 回収数（回収率） 年次・受講者数

「教育行政学」 2019年４月22日 26部 26部（100％） ３年次　26名

「教 育 原 理」 2019年10月28日 49部 49部（100％） １年次　49名

「教育の制度」 2019年11月18日 36部 36部（100％） ３年次　36名

計 111部 111部（100％） 　　　111名

【表２】全国学力調査の正式名称の記述

授業科目名 正答率（正答者数） 誤答率（誤答者数） 備　　　考

「教育行政学」 15.4％（４名/　26名） 84.6％（22名/　26名） 受講生26名は３年次

「教 育 原 理」 ０％  （０名/　49名） 100.0％（49名/　49名） 受講生49名は１年次

「教育の制度」 36.1％（13名/　36名） 63.9％（23名/　36名） 受講生36名は３年次

計 15.3％（17名/111名） 84.7％（94名/111名） 111名
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と「教育の制度」の受講対象学年はいずれも、３

年次である。「教育行政学」の受講者の正答率は

15.4％であるのに対して、「教育の制度」の受講

者のそれは倍以上であり、36.1％である。「教育

行政学」の受講者の正答率と「教育の制度」の受

講者のそれとを比較すると、約21ポイントの差が

ある。この理由として、授業科目の開設学期、つ

まり、アンケート調査の実施時期が関係している

のではないか、と考えられる。「教育行政学」に

おけるアンケート調査の実施時期は４月22日であ

り、前学期第３回目の授業である。これに対して、

「教育の制度」におけるそれは11月18日であり、

後学期第６回目の授業である。「教育の制度」の

受講者は、「教育行政学」のそれよりも、大学生

活の期間が約半年間長く、より多くの教職科目や

ゼミ指導などを履修していることになる。また、

「教育の制度」の受講者は後学期スタートの１か

月前に、附属学校で主免の教育実習を経験してい

る。このような学修条件の相違により、「教育の

制度」の受講者は「教育行政学」のそれよりも、

全国学力調査という事象に触れる機会が、より多

くあったのではないか。

　第二は、授業科目の受講対象学年と、正答率と

の関係に関してである。「教育原理」の受講対象

学年は、教育学部の１年次の学生である。そし

て、「教育原理」の開設学期は、後学期である（17）。

受講対象者である１年次の学生は、これから本格

的に教職科目を履修していく学修段階にある、と

言って良いであろう。実際、教育学部の１年次の

学生たちが前学期に履修する教職に関する科目

は、教職の意義などを取り扱った、教職の入門的

な科目である、「教職入門」（18）だけであると言っ

ても良い。教職科目だけではなく、専修ごとのゼ

ミ履修などとの関連で、教育学部の１年次の学生

たちは上級生である３年次と比較すると、一般に

教育に関わる基礎的な知識の不十分さを初め、教

育に対する興味・関心などは必ずしも高くはない

であろう、と考えられる。このことは、教育実習

を終え、後学期の履修を開始した３年次の学生と

の対比で、より一層、当てはまるのではないか。

このような学生の学修状況を反映し、受講対象者

が１年次である「教育原理」の正答率は、受講対

象者が３年次である「教育行政学」や「教育の制

度」のそれよりも非常に低く、０％になっている

と考えられる（14）。

　以上、述べてきたように、全国学力調査の正式

名称を回答する際、受講対象者が３年次の「教育

行政学」の受講者の正答率は15.4％であり、「教

育の制度」のそれは36.1％である。これに対して、

受講対象者が１年次の「教育原理」受講者の正答

率は０％である。今回のアンケート調査結果によ

れば、全国学力調査の正式名称を記述するに際し、

授業科目の受講対象学年と正答率との間には、か

なりの関連があると言える。

　⑵　全国学力調査実施の背景

　　① 　全国学力調査の実施背景に関する記述結

果の概要

　「なぜ、この“全国学力調査”（あるいは、全国

学力テスト）を行なうことになったのですか。そ

の背景を簡略に述べてください」を尋ねた結果に

ついて示したものが、【表３】である。これによ

れば、全国学力調査実施の背景を把握し、記述す

ることができた教育学部の学生は、111名中41名

であり、36.9％である。ここから、４割近くの学

生は、全国学力調査がなぜ実施されたのかについ

て、概ね理解していることがわかる。

　この調査項目で、全国学力調査実施の背景につ

いて、筆者が想定していた正答は大要、「国際的

な学力調査の結果公表により、日本の児童・生徒

の学力低下が大きな問題として取り上げられるよ

うになった」（20）というものである。この正答例に

基づき、筆者は、「日本の児童・生徒の学力低下」

【表３】全国学力調査実施の背景

授業科目名 正答率（正答者数） 誤答率（誤答者数） 無回答率（無回答者数）

「教育行政学」 50.0％（13名/　26名） 50.0％（13名/　26名） 19.2％（５名/　26名）

「教 育 原 理」 24.5％（12名/　49名） 75.5％（37名/　49名） 　 2.0％（１名/　49名）

「教育の制度」 44.4％（16名/　36名） 55.6％（20名/　36名） 　 8.3％（３名/　36名）

計 36.9％（41名/111名） 63.1％（70名/111名） 　 8.1％（９名/111名）
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という、回答の際にこのキーワードが用いられて

いれば正答とした。具体的には、「日本の学力が

他の国より低くなったから」「日本の学力が世界

に比べて低いから」「日本の学力レベルが世界に

比べ低下しているから」「子どもの学力が低下し

てきたから」などに類する回答は正答とした。

　これに対して、６割を超える63.1％の学生たち

は、この全国学力調査がなぜ実施されたのか、そ

の背景を、世界の国々の学力との関連で、理解で

きているとは思われなかった（21）。具体的にその

回答例をいくつか挙げると、「学力格差が出てき

たから」「全国の学力の差を知るため」「各県の平

均学力を知りたかったから」「貧困な地域を調べ

るため」「勉強に対する意識の底上げ」などの回

答が該当する。

　この調査項目について、受講者が３年次の「教

育行政学」と「教育の制度」の正答率はそれぞれ、

50.0％（13名/26名）と44.4％（16名/36名）である。

これに対して、受講者が１年次の「教育原理」の

正答率は24.5％（12名/49名）であり、「教育行政

学」や「教育の制度」のそれとの比較では、半分

ほどの低い数値となっている。

　　②　受講対象学年、開設学期と正答率との関係

　【表３】に基づいて、⑴の「全国学力調査の正

式名称に対する知識」の箇所で行なった分析と同

様に、授業科目の受講対象学年や開設学期といっ

た観点から、正答率の結果について考察をしていく。

　第一は、授業科目の受講対象学年・開設学期と、

正答率との関係に関してである。「教育行政学」

と「教育の制度」の受講対象学年は同じで、い

ずれも３年次である。「教育行政学」の受講者の

正答率が50.0％であるのに対して、「教育の制度」

のそれは44.4％ある。前学期の開設科目である「教

育行政学」の受講者の正答率のほうが、後学期の

開設科目である「教育の制度」の受講者のそれよ

り、６ポイント近く高い。しかしながら、この６

ポイントの差は、学生の全国学力調査実施の背景

の認識に関して、決定的に重大な差を表わす数値

ではないように考えられる。

　先に見てきたように、⑴の「全国学力調査の正

式名称に対する知識」に関しては、前学期開設の

「教育行政学」の受講者の正答率のほうが、後学

期開設の「教育の制度」の受講者のそれよりも、

約21ポイント低かった。筆者は、この正答率の結

果の要因の一つとして、後学期開設の「教育の制

度」の受講者は、前学期開設の「教育行政学」の

それよりも大学生活の期間が半年間長く、より多

くの教職科目やゼミなどを履修していることにな

り、そうした学修条件の違いが正答率に関連して

いるのではないか、と述べた。しかし、こうした

要因分析は、この調査項目である、「全国学力調

査実施の背景」の正答率には、必ずしも当てはまっ

ているとは言えない。

　第二は、授業科目の受講対象学年と、正答率と

の関係についてである。「全国学力調査実施の背

景」を記述するこの調査項目では、すでに述べた

ように、受講者が３年次の「教育行政学」と「教

育の制度」の正答率はそれぞれ、50.0％（13名

/26名）と44.4％（16名/36名）である。これに対

して、受講者が１年次の「教育原理」の正答率は

24.5％（12名/49名）である。教育学部の学生だ

けに限らず、一般にどの学部においても、１年次

の学生よりも上級生である３年次の学生の方が、

より多く学修している。このアンケート調査項目

の結果には、そうした一般的に見られるような、

上級生の学修の成果が反映されたのではないか、

と考えられる。このように、「全国学力調査実施

の背景」を記述するに際して、授業科目の受講対

象学年と正答率との間には、密接な関連があると

言えよう。

　⑶　全国学力調査の実施主体

　　① 　全国学力調査の実施主体に関する回答結

【表４】全国学力調査の実施主体

授業科目名 正答率（正答者数） 誤答率（誤答者数） 無回答率（無回答者数）

「教育行政学」 84.6％（22名/　26名） 15.4％（４名/　26名） 3.8％（１名/　26名）

「教 育 原 理」 77.6％（38名/　49名） 22.4％（11名/　49名） 　 6.1％（３名/　49名）

「教育の制度」 86.1％（31名/　36名） 13.9％（５名/　36名） 　 ０％  （０名/　36名）

計 82.0％（91名/111名） 18.0％（20名/111名） 　 3.6％（４名/111名）
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果の概要

　「“全国学力調査”（あるいは、全国学力テスト）

の実施主体はどこですか」を尋ねた結果について

示したものが、【表４】である。これによれば、

全国学力調査の実施主体を「文部科学省」（22）であ

る、と記述することができた教育学部の学生は、

111名中91名であり、82.0％である。８割を少し

超える大半の教育学部学生たちは、全国学力調査

を文部科学省が実施しているということを、正し

く理解していることがわかる。これに対して、２

割近い18.0％（20名/111名）の学生たちは、全国

学力調査をどのような機関が実施しているかを、

正確に理解できていないようである。誤答に関し

ては、無回答も含めて具体的には、文部省、教育省、

厚生労働省、都道府県、自治体、都道府県教育

委員会、教育庁、教育委員会、ベネッセ、PISA、

などの回答が見られた。これらの誤答は、全国学

力調査のような全国的な重要教育施策をどの機関

が司るのか、という教育行政そのものに対する、

学生の基本的な知識の不十分さを表わしているも

のであると言えよう（23）。

　授業科目名ごとに、結果を見てみる。受講者が

３年次の「教育行政学」と「教育の制度」の正答

率はそれぞれ、84.6％（22名/26名）と86.1％（31

名/36名）であり、ほとんど同じ結果であると言

える。これに対して、受講者が１年次の「教育原理」

の正答率は77.6％（38名/49名）であり、「教育行

政学」や「教育の制度」のそれよりも、７ポイン

トから９ポイントほど低い結果となっている。

　　②　受講対象学年・開設学期と正答率との関係

　先の⑵の「全国学力調査実施の背景」の箇所で

行なった分析と同じように、【表４】に基づいて、

授業科目の受講対象学年や開設学期といった観点

から、正答率の結果に関して考察を行なっていく。

　第一は、授業科目の受講対象学年・開設学期と、

正答率との関係についてである。受講対象学年が

同じ３年次である、「教育行政学」と「教育の制度」

の全国学力調査の実施主体に関する正答率はそれ

ぞれ、84.6％（22名/26名）と86.1％（31名/36名）

である。後学期開設の「教育の制度」の受講者の

正答率の方が、前学期開設の「教育行政学」の受

講者のそれより、1.5ポイント高い。しかし、全

国学力調査の実施主体について、前学期開設の「教

育行政学」の受講者の正答率と、後学期開設の「教

育の制度」の受講者のそれには、ほとんど差がな

いと考えてよいであろう。このように、「全国学

力調査の実施主体」の記述に関わって、「教育行

政学」と「教育の制度」の開設学期と正答率との

間には、それ程明確な関連があるわけではない、と

言えよう。

　第二は、授業科目の受講対象学年と正答率との

関係に関してである。「全国学力調査の実施主体」

を記述させるこの調査項目においては、上述した

ように、受講者が３年次の「教育行政学」と「教

育の制度」の正答率はそれぞれ、84.6％（22名

/26名）と86.1％（31名/36名）である。これに対

して、受講者が１年次の「教育原理」の正答率は

77.6％（38名/49名）である。受講者が３年次の「教

育行政学」や「教育の制度」の正答率は、受講者

が１年次の「教育原理」のそれよりも、７ポイン

トから９ポイント近く高い結果となっている。こ

こから、このアンケート調査項目の結果は、一般

に見られるように、上級生の学修の成果が反映さ

れたものであると考えられる。

　⑷　全国学力調査の参加主体

　　① 　全国学力調査の参加主体に関する回答結

果の概要

　「公立学校の場合、“全国学力調査”（あるいは、

全国学力テスト）の参加主体はどこですか」を尋

ねた結果について示したものが、【表５】である。

これによると、全国学力調査の参加主体を、学校

の設置管理者である、「市区町村教育委員会」と

【表５】全国学力調査の参加主体

授業科目名 正答率（正答者数） 誤答率（誤答者数） 無回答率（無回答者数）

「教育行政学」 3.8％（１名/　26名） 96.2％（　25名/　26名） 7.7％（２名/　26名）

「教 育 原 理」 2.0％（１名/　49名） 98.0％（　48名/　49名） 　 6.1％（３名/　49名）

「教育の制度」 ０％（０名/　36名） 100.0％（　36名/　36名） 　 2.8％（１名/　36名）

計 1.8％（２名/111名） 98.2％（109名/111名） 　 5.4％（６名/111名）
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記述することができた教育学部の学生は、111名

中わずか２名であり、1.8％である。これに対して、

「市区町村教育委員会」と回答することができな

かった学生は、111名中109名であり、98.2％であ

る。ここから、全国学力調査の実施主体である文

部科学省が、どのような手続きを経て、どういっ

た機関が全国学力調査に参加するか否かを決める（24）

のかを、正確に理解している学生は極めて少ない、

ということがわかる（25）。

　それでは、学生は実際に、どのような回答をし

たのであろうか。以下では、アンケート調査票に

基づき、全国学力調査の参加主体に関する学生の

具体的な回答を見ることによって、学生はどのよ

うな点を理解することができていないのかを抽出

していく。

　　②　学生の回答結果

　学生の回答は大要、以下のように分類できるで

あろう。

　【表６】によれば、第一に、教育委員会という

機関の存在は、27.0％（30名/111名）の学生が知っ

ている。しかしながら、都道府県の教育委員会と

いう存在に比して、市区町村の教育委員会という

それは、学生の認識にはあまりないのではないか。

第二に、「都道府県・市町村などの自治体」との

回答が多く、43.2％（48名/111名）である。この

回答は決して、的外れなそれではないと言える。

多くの学生が過ごしてきた公立小・中学校の設置

者・管理者は法制度上、地方公共団体だからである。

　全国学力調査の実施主体は文部科学省であり、

参加主体は各公立小・中学校の設置管理者である。

この場合、実施主体である文部科学省は、学校の

設置管理者である、市区町村教育委員会の協力を

得て、全国学力調査を実施するということになる。

学生は、各公立小・中学校の設置者・管理者がど

のような機関であるのか、理解できていなかった

のではないか。

　⑸　全国学力調査の対象学年

　「“全国学力調査”（あるいは、全国学力テスト）

の対象学年を答えてください」を尋ねた結果につ

いて示したものが、【表７】である。これによれば、

全国学力調査実施の対象学年を、小学校６年生と

中学校３年生と、両方正しく記述することができ

た教育学部の学生は、16.2％（18名/111名）であ

る。これに対して、全国学力調査の対象学年を正

確に書くことができなかった学生は、８割を超え

ており、83.8％（93名/111名）である。

　⑹　全国学力調査の実施教科

【表７】全国学力調査の対象学年

授業科目名 正答率
（正答者数）

誤答率
（誤答者数）

「教育行政学」 26.9％
（７名/26名）

73.1％
（19名/26名）

「教 育 原 理」 2.0％
（１名/49名）

98.0％
（48名/49名）

「教育の制度」 27.8％
（10名/36名）

72.2％
（26名/36名）

計 16.2％
（18名/111名）

83.8％
（93名/111名）

【表６】全国学力調査の参加主体に関する回答結果

回答

授業科目名

市区町村教
育委員会

都道府県・
市町村など
の自治体

教育委員会 各小中学校 児童・生徒 文部科学省
など

「教育行政学」 1名 9名 8名 5名 1名 0名

「教 育 原 理」 1名 19名 16名 4名 1名 5名

「教育の制度」 0名 20名 4名 8名 2名 1名

計 1.8％
（２名/111名）

43.2％
（48名/111名）

25.2％
（28名/111名）

15.3％
（17名/111名）

3.6％
（４名/111名）

5.4％
（６名/111名）

【表８】全国学力調査の実施教科

授業科目名 正答率
（正答者数）

誤答率
（誤答者数）

「教育行政学」 3.8％
（１名/26名）

96.2％
（25名/26名）

「教 育 原 理」 2.0％
（１名/49名）

98.0％
（48名/49名）

「教育の制度」 5.6％
（２名/36名）

94.4％
（34名/36名）

計 3.6％
（４名/111名）

96.4％
（107名/111名）
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　「“全国学力調査”（あるいは、全国学力テスト）

の実施教科を答えてください」を尋ねた結果につ

いて示したものが、【表８】である。これによる

と、全国学力調査の実施教科を、小学校について

は国語、算数、理科（３年に１回程度）、中学校

に関しては国語、数学、理科（３年に１回程度）、

英語（３年に１回程度）と、両方とも正しく記述

することができた教育学部の学生は、111名中４

名であり、3.6％である。これに対して、全国学

力調査の実施教科を正確に覚えていなかった学生

は、111名中107名であり、ほぼ100％に近い。

　調査年度の2019（平成31）年度から、全国学力

調査の中学校の教科に初めて、英語が導入された

ことなどの事情が、実施教科の正答率を下げてい

るように考えられる。

　⑺　全国学力調査の実施時期

　「“全国学力調査”（あるいは、全国学力テスト）

の実施時期を答えてください」を尋ねた結果につ

いて示したものが、【表９】である。これによると、

全国学力調査の実施時期が小学校、中学校とも４

月であると、正しく記述することができた教育学

部の学生は、111名中20名であり、18.0％である。

これに対して、全国学力調査の実施時期を押さえ

ていなかった学生は111名中91名であり、８割を

超えている。

　⑻　国際学力調査の認識

　「国際学力調査で有名な調査を、一つ挙げてく

ださい」を尋ねた結果について示したものが、【表

10】である。これによれば、国際学力調査で有名

なPISAを挙げた教育学部の学生は、111名中50名

であり、５割近い。これに対して、PISAを知ら

なかった学生は111名中61名であり、55.0％である。

　すでに述べてきたように、国際学力調査の認識

には、受講対象学年が大きく関連しているように

考えられる。受講対象者が３年次の「教育行政学」

受講者の正答率は65.4％であり、後学期開設の「教

育の制度」のそれは、72.2％である。これに対して、

受講対象者が１年次の「教育原理」受講者の正答

率は14.3％であり、「教育行政学」と「教育の制度」

の受講者の正答率と比べると、50％以上の差が見

られる。

　このように、受講対象学年が上級生になるほど、

PISAという専門用語を良く知っている、という

ことになる。このアンケート調査結果によれば、

国際学力調査で有名なPISAを記述するに当たっ

て、授業科目の受講対象学年と正答率との間には、

相当な関連があると言える。

おわりに

　以上、全国学力調査に関する仕組みやその内容

などに関して、教育学部学生がどのように認識し

ているかを、アンケート調査結果に基づき見てき

た。それによれば、次のようなことが明らかにさ

れた。

　第一に、教育学部の学生は３年次の後学期まで

に、アンケート調査で尋ねた、全国学力調査の正

式名称を初め、実施の背景、実施主体、参加主体、

対象学年、実施教科、実施時期、そして有名な国

際学力調査を十分に学んでいない状況にある、と

いうことである。全国学力調査は、結果公表の際

【表９】全国学力調査の実施時期

授業科目名
正答率

（正答者数）
誤答率

（誤答者数）

「教育行政学」
23.1％

（６名/26名）
76.9％

（20名/26名）

「教 育 原 理」
8.2％

（４名/49名）
91.8％

（45名/49名）

「教育の制度」
27.8％

（10名/36名）
72.2％

（26名/36名）

計
18.0％

（20名/111名）
82.0％

（91名/111名）

【表10】国際学力調査の認識

授業科目名 正答率
（正答者数）

誤答率
（誤答者数）

「教育行政学」 65.4％
（17名/26名）

34.6％
（９名/26名）

授業科目名 正答率
（正答者数）

誤答率
（誤答者数）

「教 育 原 理」 14.3％
（７名/49名）

85.7％
（42名/49名）

「教育の制度」 72.2％
（26名/36名）

27.8％
（10名/36名）

計 45.0％
（50名/111名）

55.0％
（61名/111名）
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には、マスコミを初め、教育行政や学校関係者、

研究者らが大きく取り上げるが、講義ではあま

り、取り扱われないのであろうか。しかし、全国

学力調査の仕組みや内容などは、教育学部の学生

にとって、基礎的且つ専門的な教職教養だと考え

られるため、押さえられていなければならない必

須事項だと言えよう。

　第二に、全国学力調査の制度的仕組みに関わる、

参加主体は誰なのか、という問題である。実施主

体は文部科学省であり、これについての学生の正

答率は全体として、８割を超えている。しかし、

参加主体の正答率は、わずかに1.8％であり、学

生は、教育制度の仕組みを十分に理解していない

と考えられる。参加主体は、多くの学生が過ごし

てきた公立学校の場合、学校の設置管理者であり、

具体的には市区町村の教育委員会ということになる。

　以上述べてきたように、教育学部学生の全国学

力調査に関する知識・理解度は、十分ではない状

況にある。筆者は今後、このような学生の教育の

制度に対する理解度を念頭に置き、授業内容や方

法を工夫していかなければならない。これに関し

ては、今後の課題としたい。

【注】

（１）琉球大学教育学部においては、2017（平成

29）年度４月、学部改組が行なわれ、新組

織が発足した。これによって、従来の学校

教育教員養成課程と生涯教育課程という２

課程制は廃止され、学校教育教員養成課程

に一本化された。学生定員は、これまでの

190名から140名に変更された。

（２）文部科学省「新型コロナウイルス感染症対

策のための学校における臨時休業の実施状

況について」令和２年４月22日。

（３）文部科学省「令和２年度全国学力・学習状

況調査について（通知）」令和２年４月17日。

（４）文部科学省「令和３年度全国学力・学習状

況調査に関する実施要領」令和２年12月23

日、２頁。

（５）同上。筆者は、この注（５）も含め、上記

注（２）（３）（４）の資料について、文部

科学省のH.P.のものを用いている。

（６）このことについては、例えば、以下に紹介

されている。『朝日新聞』2019年４月19日付。

（７）諸見里明『学力テスト全国最下位からの脱

出－沖縄県学力向上の取組み』学事出版、

2020年、180-181頁、などに、最下位脱出

という悲願達成の様子が述べられている。

https://toyokeizai.net/articles/-/358538.

（８）吉田安規良・米重昇吾・豊見山純平「全国

学力・学習状況調査を用いた教員志望学生

の理科の学力分析」日本科学教育学会『日

本科学教育学会年会論文集』第39巻、2015

年、342-343頁。

（９）仁木幸男「本学学生の基礎学力に関する考

察：全国学力調査を手段として」『びわこ

学院大学・びわこ学院大学短期大学部研究

紀要』第５号、2013年３月、103-114頁。

（10）宮城利佳子「保育者志望の学生のもつ理科

知識の検討－平成30年度小学校全国学力調

査を用いて－」日本科学教育学会編『日本

科学教育学会研究会研究報告』第34巻第２

号、2019年、1-4頁。

（11）周知のように、教職課程の課程認定の変更

が行なわれ、基本的には2010（平成22）年

度入学学生より、小学校教職課程と中・高

等学校教職課程というように、制度上、二

つに区分された。「教職に関する科目」は、

教育学部学生を対象にした科目と、他学部

学生を対象にしたそれと、二つに分けて提

供されている。

（12）例えば、「座談会 学力テスト実施に見舞わ

れた教育現場－四・二四に何が行われた

か－」教育科学研究会編『教育』No.739、

国土社、2007年８月号、14頁。ここでは、

武蔵村山市教育委員会が全国学力調査の結

果を過度に意識し、公費を用いて小３・小

４に漢字検定を実施したり、過去問を全員

に取り組ませるなど、全国学力調査導入に

より、どのような状況になったのかが述べ

られている。

（13）筆者はアンケート調査の実施の際、授業の

中で受講学生にアンケート調査票を配付

し、学生がアンケート調査票に記入後、回

収した。そのため、アンケート調査票の回

－ 215 －

佐久間正夫：全国学力・学習状況調査に関する学生の意識についての一考察



収率は、100％となっている。

（14）筆者は、以下の文献を参考に、調査項目を

作成した。犬山市教育委員会編『全国学力

テスト、参加しません－犬山市教育委員会

の選択』明石書店、2007年、28-33頁。

（15）教育学部の学生たちは２年次に、教職必修

科目である「教育課程」を履修し、全国学

力調査の目的を初め、実施科目や対象学年

等を学んでいる、と筆者は思っていた。教

育職員免許法施行規則によると、「教育課

程」は、教育の基礎的理解に関する科目に

位置づけられている。また、その科目に含

めることが必要な事項として、「教育課程

の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。）」とされている。これ

に基づくと、全国学力調査の内容は、「教

育課程」という科目に含めることが必要な

事項ではない、ということになる。

（16）筆者は本調査当初、調査項目【１】で、「あ

なたは、この授業を受講する前に、“全国

学力調査”（あるいは、全国学力テスト）

という用語を聞いたことがありましたか」

と尋ね、「はい」または「いいえ」で回答

を求めた。「はい」と回答した者に、質問

項目【２】で、「“全国学力調査”（あるい

は、全国学力テスト）は通称ですが、正式

名称を書いてください」としていた。しか

し、この場合、ほとんどの学生は質問項目

【１】で「はい」と回答しつつも、質問項

目【２】の正式名称を書くことができなかっ

た。ここから筆者は、“全国学力調査”（あ

るいは、全国学力テスト）に類するような

用語を「聞いたことがあるか否か」を尋ね

る質問項目は曖昧で、適切ではないと考え、

削除した。このような点から、筆者は、こ

の調査項目【１】を、以下の下線部分のよ

うに、正式名称を尋ねるものに修正した。

↓修正

　「全国の国公私立の小・中学生を対象に、

2007年度から実施されている学力調査（あ

るいは、学力テスト）があります。この学

力調査（あるいは、学力テスト）の正式名

称を書いてください」。

（17）本学における「教育原理」の履修システム

等の概要は、次のとおりである。教職科目

である「教育原理」は法制度的には、「教

育の基礎理論に関する科目」に位置づけら

れている。本授業科目に含めることが必

要な事項は、「教育の理念並びに教育に関

する歴史及び思想」である。本学部におけ

る「教育原理」の受講年次及び学期は、制

度的には、１年次後学期と２年次前学期に

なっている。

（18）琉球大学教育学部では2017（平成29）年４月、

学部改組が行なわれた。その際、教職の意

義及び教員の役割・職務内容を取り扱う授

業科目名が、それまでの「教職研究」から

「教職入門」へと変更された。

（19）本稿208頁「１の⑴本アンケート調査の目

的」の箇所で述べたように、筆者は2016（平

成28）年度後学期と2017（平成29）年度に

担当した教職科目の授業で、全国学力調査

に関して、今回の調査と類似する調査を行

なったことがある。以下の【表11】は、ア

ンケート調査実施授業科目名、実施日、配

付数、回収数の一覧である。

　また、参考資料として、以下の【表12】で、

そのアンケート調査で得られたデータを挙

げておく。

　「“全国学力調査”（あるいは、全国学力

テスト）は通称ですが、正式名称を書いて

ください」を尋ねた結果について示したも

のが、次頁の【表12】である。

【表11】アンケート調査実施授業科目名等一覧

授業科目名 実施日 配付数 回収数

「教育原理」 2016年11月10日 71部 71部
（100％）

「教育原理」 2017年５月18日 49部 49部
（100％）

「教育原理」 2017年10月30日 49部 49部
（100％）

「教 育 法」 2017年11月６日 53部 53部
（100％）

計 222部 222部
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　これによれば、「全国学力・学習状況調

査」と正確に回答することができた学生は、

222名中７名であり、3.2％である。これに

対して、正式名称を書くことができなかっ

た学生は、222名中215名であり、96.8％で

ある。

（20）こうした見解を指摘している研究として、

例えば、以下のものが挙げられる。犬山市

教育委員会編、前掲書、30頁、田中昌弥

「PISA型リテラシー、コンピテンシーと

日本の学力概念」教育科学研究会編『教

育』No.739、国土社、2007年８月号、33頁、

尾木直樹『「全国学力テスト」はなぜダメ

なのか－本当の「学力」を獲得するために』

岩波書店、2009年、15-19頁、など。この

ことに関連して、山崎雄介は、国際学力調

査の結果をめぐる、マスコミの過熱した報

道ぶりを、次のように紹介している。「本

稿執筆中に、OECDによるPISA（生徒の

学習到達度調査）の2006年調査（以下「06

年調査」）の結果が公表された。マスメディ

アでは、数学的リテラシー、科学的リテラ

シー、読解力の全分野での日本の順位低下

（これにより日本が最上位グループに位置

する分野はなくなった）が過剰なまでに報

道されている」。山崎雄介「『学力』をめぐ

る政策と学力テスト－1990年代後半以降の

動向とPISAショック－」教育科学研究会

編『教育』No.745、国土社、2008年２月号、

82頁。

（21）2007年４月24日に実施された、第１回目の

全国学力調査の際、教師を初め、親や子ど

もたちには、学力調査の詳しい説明がほと

んどなされないまま、実施された様子が報

告されている。座談会：「学力テスト実施

に見舞われた教育現場－四・二四に何が

行われたか－」教育科学研究会編『教育』

No.739、国土社、2007年８月号、７- ９頁。

このような状況が全国的に起きているとし

たら、全国学力調査を受ける子どもたちが、

調査の目的などを教師や親から聞いていな

くても当然であろう。

（22）全国学力調査実施に係る法制度について検

討した研究には、次のものがある。中嶋哲

彦「子どもの学びを支える教育の地方自治」

犬山市教育委員会編、前掲書、131-137頁、

同「全国学力テストの教育法的・教育制度

論的検討」『季刊 教育法』No.155、エイデ

ル研究所、2007年12月、10-15頁、同「犬

山市で何が起こったか－全国学力テスト・

教育行政・教育運動－」教育科学研究会編

『教育』No.825、国土社、2014年10月号、

29-33頁、など。

（23）筆者は2016（平成28）年度後学期と2017（平

成29）年度に担当した教職科目で、全国学

力調査に関して、今回の調査と類似する調

査を行なった。【表13】は、「“全国学力調査”

（あるいは、全国学力テスト）の実施主体

はどこですか」を尋ねた結果について示し

たものである。

【表12】全国学力調査の正式名称の記述

授業科目名 実施日
正答率

（正答者数）
誤答率

（誤答者数）

「教育原理」
2016年

11月10日
０％

（０名/71名）
100％

（71名/71名）

「教育原理」
2017年

５月18日
6.1％

（３名/49名）
93.9％

（46名/49名）

「教育原理」
2017年

10月30日
　6.1％

（３名/49名）
 93.9％

（46名/49名）

「教 育 法」
2017年

11月６日
1.9％

（１名/53名）
 98.1％

（52名/53名）

計
　3.2％

（７名/222名）
96.8％

（215名/222名）

【表13】全国学力調査の実施主体

授業科目名 実施日
正答率

（正答者数）
誤答率

（誤答者数）
備考

「教育原理」
2016年

11月10日
49.3％

（35名/71名）
50.7％

（36名/71名）
※

「教育原理」
2017年
５月18日

40.8％
（20名/49名）

59.2％
（29名/49名）

※

「教育原理」
2017年

10月30日
36.7％

（18名/49名）
63.3％

（31名/49名）
※※

「教 育 法」
2017年

11月６日
84.9％

（45名/53名）
15.1％

（８名/53名）
※

計
53.2％

（118名/222名）
46.8％

（104名/222名）

　※…受講者は２年次以上であり、旧課程の履修者である。
※※… 受講者は、新課程の１年次のみである。琉球大学教育学

部では2017（平成29）年度４月、学部改組が実施され、
新しい学部組織が発足した。

－ 217 －

佐久間正夫：全国学力・学習状況調査に関する学生の意識についての一考察



　これによれば、全国学力調査の実施主体

は「文部科学省」である、と正確に回答す

ることができた学生は、222名中118名であ

り、53.2％である。これに対して、「文部

科学省」と回答することができなかった学

生は、222名中104名であり、46.8％である。

以上から、どのような機関や組織が全国学

力調査を実施しているのかについて、正確

に把握できている学生は、半数を少し超え

るくらいであることがわかる。逆に言う

と、半数近くの学生は、全国学力調査の実

施責任機関と文部科学省とが結びついてい

ない、ということになる。

（24）文部科学省は2007年４月24日、全国学力調

査を実施した。この時、愛知県犬山市教育

委員会は、全国学力調査には参加しなかっ

た。犬山市が、2007年度実施の全国学力調

査にどのように不参加を決めていったかに

ついては、例えば、滝誠「なぜ『全国学力

テスト』に参加しないのか」犬山市教育委

員会編、前掲書、27-52頁（第２章）、中嶋、

前掲「犬山市で何が起こったか－全国学

力テスト・教育行政・教育運動」29-36頁、

などを参照。

（25） 先の注（19）で述べたように、筆者は2016（平

成28）年度と2017（平成29）年度、担当し

た教職科目で、全国学力調査について、今

回の調査と同じ目的でアンケート調査を実

施した。以下の【表14】に、そのアンケー

ト調査で得られたデータを挙げておく。

　【表14】は、「公立学校の場合、“全国学

力調査”（あるいは、全国学力テスト）の

参加主体はどこですか」を尋ねた結果につ

いて示したものである。これによると、全

国学力調査の参加主体は「市区町村教育委

員会」である、と正確に回答することがで

きた学生は、222名中わずか７名であり、

3.2％である。これに対して、「市区町村教

育委員会」と回答することができなかった

学生は、222名中215名であり、96.8％である。

【表14】全国学力調査の参加主体

授業科目名 実施日
正答率

（正答者数）
誤答率

（誤答者数）
備考

「教育原理」
2016年

11月10日
０％

（０名/71名）
100％

（71名/71名）
※

「教育原理」
2017年
５月18日

2.0％
（１名/49名）

98.0％
（48名/49名）

※

「教育原理」
2017年

10月30日
０％

（０名/49名）
100％

（49名/49名）
※※

「教 育 法」
2017年

11月６日
11.3％

（６名/53名）
88.7％

（47名/53名）
※

計
3.2％

（７名/222名）
96.8％

（215名/222名）

　※…受講者は２年次以上であり、旧課程の履修者である。
※※… 受講者は、新課程の１年次のみである。琉球大学教育学

部では2017（平成29）年度４月、学部改組が実施され、
新しい組織が発足した。
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